
１１１． 財務の概要

１． 監査手続

　

当年度決算については、２９年３月 ２４日第 １２４回評議員会及び第３４８回理事会の審議によって、 事

業計画及び予算の補正が承認されました。 次いで、５月 １７、 １８、 １９日において、 あゆみ監査法人によ

る監査 （私立学校振興助成法第１４条第３項の規定に基づく監査）、 並びに５月１９日の監事監査 （私立

学校法第３７条第３項の規定に基づく監査） 及び監事・監査法人連絡会を経て、５月 ２６日第３５１回理

事会の承認によって決算が確定し、 定例評議員会への報告が行われました。

　

当該会計期間の監査法人監査は、会計全般にわたって、期中を通して７名の公認会計士により合計５７

日の監査が行われました。 一方、 監事監査は、 毎月の理事会への監事の出席とともに、 公認会計士と

相互の役割や監査手法の調整がなされた上で、法人の業務執行と財産状況の監査が行われました。

　

いずれの監査においても、 法人の業務執行状況及び財産状況について、 不整なく、 計算書類は学校

法人会計基準に準拠し、当該会計年度の経営状況及び財政状態を適正に表示していることが確認され

ました。

２． 資金収支計算の概要 （文中の表示金額は１０万円単位の切り捨て表示を基本とする。）

　

この計算書類は、 現金収支の顛末を明らかにしてそれらの管理・保全を行いつつ、 当年度の学校運

営について諸活動に対応する全ての収支を明らかにして、 当初計画 （予算） と実績を比較しながら評

価することが目的です。 当年度の活動概況や各科目の内容等は以下のとおりです。

（１）学納金収入

　

当年度は６２．６８億円を計上しました。 当初予算では ６３．２５億円を計上しており、 約０．５６億円を下方

修正しました。 また、 前年度 （６２，６２億円） と比べ、 約０．０５億円が増加 （大学０，２１億円減、 短大ｏ，ｏ８

億円減、 高校 ０．３５億円増） しました。 前年度からの増減の理由について、 大学及び短大は新入生の減

少（若干の目標未達成）を主因とする学生数の減少（大学新入生９４名減少、 短大新入生１７名減少）

により減額しました。 高校は、 生徒数の増加 （新入生２９名増加、総生徒数３６名増加）と校納金の改

定により増額しました。 定員充足率 （総定員） は、 大学学部１．１９倍、 大学院 ０，８９ 倍、 短大 １，２２ 倍、

高校１．２５倍となっています。 あらためて、 入学者数の正確確保の重要性が確認されました。

　

なお、 学費単価について、 本学では父母負担の軽減に特に配慮し、 経営の合理化を図りながら 「低

学費政策」 をとっています。 従い、 大学学部では当年度入学生から学納金の一部値上げを行いました

が、 全国的に低学費傾向である九州地区の同系統大学等との比較において中位にとどまっています。
短大も、２６ 年度入学者から学納金を一部値上げしましたが、 依然として九州地区同系統短大等との比

較において低位にあります。 高校も、２７年度入学者から校納金の一部上げを行いましたが、 依然とし

て福岡県下私立高校の中位にとどまっています。

　

おって、 修学期間中の経済的困窮には極めて柔軟に対応 （奨学金紹介、 独自奨学制度・分割納入制

度等） する方針を堅持しています。 他大学等が経済的理由による退学を増加させている中で、 本学は

減少傾向 （大学は５か年連続で減少） にあり、 未収入金の発生は毎年僅少、 当年度は３校全体で約１．３

百万円と極めて少額でした。 また、 過年度未収入金の回収については、 全く問題は生じていません。

（５５）



（２）手数料収入

　

当初予算 （１．６１億円） に対して０．１９億円減少の１．４２億円を計上しました。 前年度 （１．４６億円） と比

べ、 約 ０，０４億円が減少しました。 減少の理由は、 大学の入学検定料収入が、 出願方法の見直し（併願

割引制度の導入など） により減少 （約５百万円） したためです。

（３）寄付金収入

　

当初予算 （０．３５億円） に対して０，４８億円を計上し、０，１３億円の増額となりました。 前年度 （０．４３億

円） と比べて０，０４億円が増加しています。 計上額の内訳は、 大学が０，１４億円、 高校が０，３４億円です。

高校ＰＴＡから課外教育活動支援、企業等から学術研究支援、教育後援会や同窓会等から就職支援や経

済的就学支援のそれぞれに対して、 積極的な支援を受けたものです。

（４）補助金収入

　

当初予算 （１４．８１億円） に対して１３．９２億円を計上し、０．８８億円の減額となりました。 前年度 （１３．９４

億円） と比べ、 ほぼ同額を計上しています。 当初予算からの減額の主因は、 文科省装置・設備補助の

申請件数制限（国の抑制的見直し） に伴う補助申請の見送りなどによります。

　

なお、私大等経常費補助金（本学の補助金収入の約９割） の交付基準は、２２年度以降、 教育の質向

上を促すために様々な変更が行われています。 文科省等の政策に沿えない場合は、基本的に補助金は

減少します。 授業内容及び方法の改善につながる組織的研究・研修 （ＦＤ）、 シラバス （授業計画） 充

実等による単位制の実質化や、厳格な成績評価の導入等の取組等がなされなければ補助金は減額され

る （増額しない）配分手法が強化され、さらに教育研究活動情報の公表度合いを高めさせる仕組みも

導入されました。 従い、 教育改善、 外部連携、 地域貢献、 グローバル化への対応や、 その情報公開の

実施度合いに応じて補助金収入の多寡が決します。 財政的理由からも、 それらへの 「積極的な対応」

は求められています。

　

当年度の補助金交付状況は、 次のとおりです。

（千円単位）文部科学省等の補助金一覧

補助事業等名 ２８年度 ２７年度

文部科学省 私立大学教育研究活性化設備整備事業（改革総合支援事業採択分）

私立大学千洲ノｕ帆胴寸正ｖｍ費補助金

産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業

　　　　　　　　　　　

（福岡・佐賀地区インターンシップ）

大学間連携共同教育推進事業（学部）

　　　　

″

　　　　　　　　

（大 学 院）

大学教育再生加速プログラム （アクティブラ」ニング）

戦略的研究基盤形成支援事業

高校棟ＩＴ教育設備整備推進事業

２１，４４８

８，９８２

４，００８

３，４００

１４，０００

５，２４５

４，０７０

３１，９９３

４４，１７５

１，３２９

６，１７７

４，６６７

１５，４２２

４２，８７５

私学事業団 私立大学等経常費補助金一般補助

同上特別補助

学術研究振興資金

５３２，６９８

１６０，１４５

　

３００

４４５，９２９

１６８，１９６

　　

５００

経済産業省 クリーンエネルギー自動車導入補助金 ２５０

（５６）



福岡県 経常費補助金（高校）

授業料軽減補助金（高校）

５８４，２４２

５２，０６７

５７４，１７０

５４，７１４

福岡市 設備整備補助、結核予防費補助金 １，５９３ ３，５５１

福岡県私学・協会 心臓検診費、人権・同和教育補助金（高校） ６４４ ５５８

合

　

計 １，３９２，８４２ １コ３９４，５０６

（５）付随事業・収益事業収入

　

当初予算 （１．５４億円） に対して０．４６億円が増加し、２，０１億円を計上しました。 前年度１．８０億円と比

べ、０．２１億円が増加しています。 これは、 受託研究費の受入額増加などによります。

（６）受取利息・配当金収入

　

前年度 （１．１３億円） と比べ０，０９億円が増加し、１，２３億円を計上しました。 前年度に取得した（株）ふ

くおかフィナンシャルグループ株式 （学生の地元就職先開拓に向けた企業ネットワーク形成、 地元経

済界の支援を目的に取得） に対する配当によります。

　

なお、本学は現行の建物・大型設備等の更新原資や奨学基金を超長期国債（２０年、運用利率は約２％）

で運用しているため、 現在の低金利の影響は軽微です。

　

おって、 本学は安全性を最も重視して、 国債、 格付の高い普通社債及び長期の定期預金に運用を限

定しています。 債券運用に関しても、 全て満期まで保有することを基本としており、 元本全額が償還

されますので損失を生じさせることはありません。

（７）雑収入

前年度 （３，０９億円） と比べ、０．３４億円が減少し２．７４億円を計上しています。 これは、 当年度の退職

者について、 勤続年数の短い自己都合退職者が多かった （定年退職者が少なかった） ことにより、 私

立大学退職金財団等の退職金団体からの交付金が減少したことが要因です。

　

なお、 当初予算 （２．３５ 億円） と比べ、０．３９ 億円が増加しています。 大学及び高校の自己都合退職者

に対する私学退職金団体交付金の増加が主因です。

（８）人件費支出

　

当初予算 （４８，６５億円） に対して４９，４９億円を計上し、０．８３億円が増加しました。 要因は、 大学教員

の諸手当や法定福利費の増 （０，２０億円）、 高校教員の諸手当や法定福利費の増 （０．２５億円）、 職員の諸

手当削減目標未達成分（０．１８億円）、大学及び高校の自己都合退職者に対する退職金の増加（０．２０億円）

などです。 また、 前年度 （４９，２２ 億円） との比較では ０．２６ 億円が増加しました。 これは教職員人件費

は増加 （１．０２億円） したためです （退職金は０．７５億円減少、 退職者数は両年度ともに１３名）。

　

なお、 第 ４ 次中期財政計画策定において、 今後の人件費は増加見通しにあるので、 このことへの対

応として賞与削減や給与体系・諸手当見直しなどの 「直接的抑制」 も必要に応じて検討しなければな

らないことが確認されました。

（５７）



（９）教育研究経費支出

　

当初予算 （１８．３６億円） に対して１７．４８億円を計上し、 全体として０．８７億円が減少しています。 減少

の要因は、 経常的な経費について第ｍ期施設・設備整備計画と一体的に執行し、 資産としての計上額

が増加したことなどによります。

　

また、 前年度 （１７，６６億円） と比べ ０．１７ 億円が減少しました。 これは、 以下の科目ごとの増減理由

によります。

　

なお、 本学園では教育改革・改善の重要性から、 前述 「ロー１． 重点的取組 （特別予算 （ＡＰ） を中

心に実施した取組）」 のとおり、毎年の予算編成の重点を「教育改善」「就職支援」 及び
「志願者確保」

の諸事業に据え、 特別予算によって積極的な財政支援を行っており、 前二者に係る費用の多くがこの

教育研究経費に計上されます。 従い、 相応 （他大学等と比べ高い傾向） の金額が計上され、 学生・生

徒に対する学納金の還元が大きくなっています。

加えて、 大学では、 経費を抑制しながら諸活動の活力や質を向上させる取組として ＰＤＣＡ に基
づく

予算管理システムを導入し、 諸計画の実現性を向上させつつ成果を拡大し、 費用効率化・低減の取組

を併行して行っています。

　

おって、 教育研究経費を設置学校別に科目別でみて、 前年度と比べ増減の大きい項目とその要因は

下表のとおりです。

１）大学の教育研究経費（１，０００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　

（千円単位）
′
科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

修繕費

印刷製本費

奨学費

報酬手数料

雑費

その他経費＊１

７７，９６９

２６，３６７

２０６，７０２

２５０，８５９

７７，７１３

７６２，２０９

９１，９５１

４１，６５２

１８７，８３４

２３１，８１６

９７，８１５

７４６，８１６

△１３，９８２

△ １５，２８５

　

１８，８６８

　

１９，０４３

△２０，１０２

　

１５，３９３

空調修繕、ＰＣ機器更新などの保守点検料減少

印刷部数適正化、印刷時期変更などによる減少

特技特待、大学院奨学生採用人数の増加

派遣職員数増、 資格二１：
・－－”／；〒遠科増などによる増加

（第ｍ期整備計画関連撤去費用が当年度は少ない）

合

　

計 １，４０１，８１９ １，３９７，８８４ ３，９３５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊１

　

消耗品費、 研究図書費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 賃借料、 租税公課、 損害保険料、

衛生清掃費、 学生厚生費、 実験研究費、 委託共同研究費、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費など

２）短大の教育研究経費（１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

光熱水費

印刷製本費

実験研究費

雑費

その他経費＊２

１２，２５８

２，４８６

８，３８６

１，９７５

４１，１３６

１３，２９５

４，０１９

６，１８６

４，０２３

４１，７５１

△１，０３７

△ １，５３３

　

２，２００

△２，０４８

△６１５

暖冬による電気・ガス使用量の減少

印刷部数適正化、印刷時期変更等による減少

ＰＣ演習室ＯＳアップデート経費の増加

（図書館改築関連撤去費用が当年度は生じない）

合

　

計 ６６，２４１ ６９，２７４ △３，０３３

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

＊２

　

消耗品費、 研究図書費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 租税公課、 損害保険料、

衛生清掃費、 学生厚生費、 奨学費、 委託共同研究費、 報酬支払手数料、 諸会費、 負担金、 渉外費、

出版物費など

（５８）



３）高校の教育研究経費（１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

消耗品費

光熱水費

旅費交通費

衛生清掃費

雑費

その他経費＊３

１２，２２６

３２，５１９

４５，５４５

２，６００

１２，４３０

１７５，５０３

１０，９３６

３４，３５６

４７，９５０

４，９６３

２７，１５７

１７３，７５４

　

１，２９０

△１，８３７

△２，４０５

△２，３６３

△１４，７２７

　

１，７４９

生徒数増加に伴う授業・実習用消耗品購入額の増加

暖冬による電気・ガス使用量の減少

部活動大会出場経費の減少

（トイレ排水管洗浄工事が当年度は生じない）

（セミナーハウス隣接地構築物撤去費用が当年度は生じない）

合

　

計 ２８α８２４ ２９９，１１６ △ １８，２９２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

＊３

　

研究図書費、 通信運搬費、 修繕費、 賃借料、 印刷製本費、 租税公課、 損害保険料、 学生厚生費、

　

奨学費、 報酬手数料、 負担金、 出版物費など

（１０）管理経費支出

　

当初予算 （７．０８億円） に対して、０．１９億円が減少し６．８９億円を計上しました。 減少の主因は、 教育

研究経費支出と同様に、 大学学生数が当初計画より減少したことにより、 配分予算が減少したためで

す。 前年度 （６，８８億円） と比べると、 ほぼ同額を計上しています。

　

なお、 管理経費を設置学校別で科目別にみて、 前年度と比べて増減の大きい項目とその主たる理由

等は次のとおりです。

１）大学の管理経費（５００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

租税公課

広報活動費

報酬手数料

海外研修派遣

その他経費＊１

６，８５３

７５，４４２

９７，５６３

２９，３３７

１７６，８３８

１２，８９７

８４，２７０

１０７，８００

３５，７２３

１７３，３２９

△６，０４４

△８，８２８

△ｌｏ，２３７

△６，３８６

　

３，５０９

消費税申告額の減少

媒体見直しなどによる減少

（国際交流関係費の一部を法人部門経費に変更）

ＦＡＳＴプログラム終了による減少

合

　

計 ３８６，０３３ ４１４，０１９ △２７，９８６

＊１

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 印刷製本費、 福利厚生費、

損害保険料、 衛生清掃費、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 雑費、 補助金返還金、 寄付金など

２）短大の管理経費 （１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）
／
科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

広報活動費

その他経費＊２

４，８５４

９，９８９

９，２３８

＝，７９６

△４，３８４

△ １，８０７

（ＨＰ更新費用が当年度は生じない）

合

　

計 １４，８４３ ２１，０３４ △６，１９１ ノ

＊２

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 旅費交通費、 修繕費、 賃借料、 印刷製本費、 租税公課、

福利厚生費、 損害保険料、 衛生清掃費、 報酬手数料、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 雑費、

　

補助金返還金など

（５９）



３）高校の管理経費 （１００万円以上の増減を生じた科目等）

　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位）

科目等 ２８年度 ２７年度 増減額 増減の要因

旅費交通費

修繕費

印刷製本費

広報活動費

その他経費＊３

６，５０２

３，４７６

１１，１４３

　

８４１

６３，４７２

８，１５２

４，６５５

４，４８８

７，０５８

６０，５８７

‘ １，６５０

乙 １，１７９

　

６，６５５

‘ ６，２１７

　

２，８８５

（学校公開用消耗品購入が当年度は生じない）

（肝 更新費用が当年度は生じない）

（「学校案内パンフレット」を広報活動費から変更）

（「学校案内パンフレット」 を印刷製本費に変更）

合

　

計 ８５，４３４ ８４，９４０ ４９４

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ

＊３

　

消耗品費、 光熱水費、 通信運搬費、 賃借料、 租税公課、 福利厚生費、 損害保険料、 衛生清掃費、

報酬手数料、 諸会費、 負担金、 渉外費、 出版物費、 雑費など

（１１）施設関係支出

（施設・設備整備の目標や基本的考え方については、 前述１５頁のロー４「施設投資等の活動」参照）

科目・部門別支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位、 （

　

） の金額は前年度実績額）

用

　

途 等 学園共通・大学 短

　

大 高

　

校

土地

　　

１４，１２０

（

　　

３，７６１）

　　

０

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

建物

　

８３０，６６３

（

　

２５４，３７４）

　　

５，６２１

（

　　

６，８１０）

　　

７’７７７

（

　

１９，９０４）

構築物

　

１１６，９５２

（

　

１３２，３２３）

　　　

９０１

（

　　

３，８４２）

　　

４，５３３

（

　　

２２，５５８）

建設仮勘定（決算時点で工事等が完

了していない施設関係支出）

　

２５５，４０９

（１，１４１，９５５）

　　

０

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

（１２）設備関係支出

（施設・設備整備の日標や基本的考え方については、 前述１５頁のロー４ 「施設投資等の活動」 参照）

科目・部門別支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（千円単位、（

　

） の金額は前年度実績額）

用

　

途 等 大

　

学 短

　

大 高

　

校

教育研究用機器備品

　

＜５万円以上の設備類＞

　

４７２２５６

（

　

５９３，８３６）

　　

２０，２１５

（

　　

２，００７）

　

２２，１５７

（

　　

９，３７１）

管理用機器備品

　

＜５万円以上の事務用機器＞

　　

８，５６３

（

　　

３５，６４０）

　　　

４７０

（

　　　　

０）

　　

３，１３２

（

　　

５，５６７）

図書

　　

９，４３４

（

　　

９，９０６）

　　　

２１６

（

　　　

３６２）

　　

１，２９２

（

　　

１，３９７）

車両

　　

０

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

　　

２７，３９０

（

　　　　

０）

ソフトウェア

　

２１，２３４

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　　

０）

　　

０

（

　　　

・
０）

（６０）



３．事業活動収支計算の概要

　

この計算書類は、 上記の資金収支計算書を基に非資金的収支 （現物寄付、 減価償却額、 各種引当金

の計上等の資金流入・流出を伴わない収支） を加えて作成します。 学校法人の永続的な維持を図るに

あたっての重要な情報として 「採算性」 を表し、 当年度の経営成績を評価するものです。

総収入に相等する事業活動収入合計（法人の財産となる収入）は、当初予算（８５．３２億円）に対して０．９２

億円減少の８４．３９億円を計上し、 前年度の ８４．２０ 億円と比べて ０．１８億円の増加となります。 一方、 総

支出に相等する事業活動支出合計は、 当初予算 （８４．２０億円） に対して１．００億円減少の８３．１９億円を計

上し、 前年度の８２，８９億円と比べ０．３０億円の増加となります。

　

一般的に実質的な黒字と解されている基本金組入前収支差額（従前の帰属収支差額 （事業活動収入

合計－事業活動支出合計））は当初数値目標 （プラス １．０億円） に対して ０．１９億円上方修正の１．１９億

円を計上しました。 この金額が正味財産 （資産－負債） の増加額 （財政的成長の幅） となります。

設置学校別にみると、 大学が２，７６億円、 短大が０，２８億円、 高校が１，１８億円と、３設置校ともに収入

超過となっています。 大学は、 過年度から継続して一定の収支差額を確保しており、 安定的な収支状

況と評価しています。

短大は、２５年度から４か年連続で入学者が計画どおりに確保できたことや、演習室の機器更新を補

助金を活用して行ったことによる補助金増などを主因として収入超過となりました。 しかし、 学納金

依存率（人件費／学納金）の高さや、教育研究経費比率（教育研究経費／事業活動収入）の低さは改

善しておらず、 大きな課題・問題として認識しています。

一方、 高校は、 財政健全化の諸施策が進展し、２４年度から引き続き収入超過となっています。 今後

も、 奨学費抑制等の支出削減によって安定財政が維持される見通しであることから、 これを基盤に ２９

年度より学習環境不足等への対応を目的とする施設設備整備計画に着手する予定です。

４．貸借対照表の概要

　

この計算書類は、 当年度末時点での資産、 負債の保有状況を明らかにして、 財政状態の健全性 （必

要資産が自己資金によって保持されているか、 また、 そのゆとりは十分にあるか、 資産構成上、 流動

性は十分か等） を評価するものです。

前年度と比べ大きく変動した項目とその理由は下表のとおりです。

（千円単位）（１）有形固定資産の変動

資産の種類 前年度末＊ｌ 増加 減少＊２ 当年度末 摘要

土地

建物

構築物

教育研究用機器備品

管理用機器備品

図書

車両

建設仮勘定

３，４７３，５３１

１３，０６８，１５７

１，３２７，３７３

２，３３４，４８６

　

８７，９１９

１，１１８，３０１

　

３９，６８１

１，１４１，９５５

　

１４，１２０

１，９８６，０１９

１３２，５８６

５４７，０９８

　

１２，１６５

　

１９，０７４

　

２７，３９０

２５５，４０９

　　

０

５１２，５００

　

９７，６５５

３４３，７９５

　

１１，５７３

　　

９８４

　

９，４５６

１，１４１，９５５

３，４８７，６５１

１４，５４１，６７６

１，３６２，３０５

２，５３７，７８８

　

８８，５１１

１，１３６，３９０

　

５７，６１６

　

２５５，４０９

①

　

②

　

③

　

④

　　　

⑤

　

⑥

合

　

計 ２２，５９１，４０７ ２，９９３，８６４ ２，１１７，９２１ ２３，４６７，３５０

灯

　

減価償却後の残高

　　

＊２

　

減価償却による減少額を含む。

（６１）



①増加は、Ｅ棟新設、Ｂ棟学生ラウンジ他改修、Ｂ棟空調ガスエンジン更新、ＦＩＴアリーナ舞台吊物他

　

更新等により、 減少は減価償却による。

②増加は、Ｅ 棟周囲外構・植栽工事、 通学路・本部棟周辺バリアフリー化工事等により、 減少は、 減

価償却による。

③増加は、Ｅ棟新設に係る什器・機器購入及びネットワーク敷設、 実験・研究用機器備品購入、Ｂ３１

演習室パソコン更新、 講義室液晶プロジェクタ等更新、 リフレッシュコーナー改装等に伴う机・椅

　

子等の什器購入、 高校工業科パソコン更新等により、 減少は、 耐用年数満了備品の除却による。

④増加は、 オアシス厨房ガスエンジン更新等であり、 減少は、 耐用年数満了備品の除却による。

⑥増加は、 高校大型バスの購入であり、 減少は、 減価償却による。

⑥増加は、 坦心寮改修工事及び多目的棟建築着工金であり、 減少は、Ｅ棟建設工事完了による。

（千円単位）（２）特定資産

　　　

資産の種類 前年度末 増加 減少 当年度末 摘要

第３号基本金引当特定資産

退職給与引当特定資産

施設拡充引当特定資産

数 臥菌引当特定資産

１，５００，０００

１，６００，０００

３，３３０，０００

５００，０００

ｎ
Ｕ

　　

ｎ
Ｕ

　　

Ｕ^

＝^Ｕ

　

０

　

０

５００，０００

　

０

１，５００，０００

１，６００，０００

２，８３０，０００

５００，０００

①

合

　

計 ６，９３０，０００ ０ ５００，０００ ６，４３０，０００

　　　

ノ

①減少は、第ｍ期施設・設備整備計画着工金支払に係る支払資金への繰入である。

（千円単位）（３）その他の固定資産

　　　

資産の種類 前年度末 増加 減少＊１ 当年度末 摘要

借地権

電話加入権

施設利用権

預託金

保証金

ソフトウェア

長期有価証券

　

１９，８０５

　

５，１５６

　

ｌｏ，２０４

　

２４，８０９

　　

０

　　

０

２，４１２，２９７

　

０

　

０

　

０

　　

６４

２，３４１

２１，２３４

　

０

　

０

　

０

２，４２６

　

０

　

０

　

０

３，０５２

　

１９，８０５

　

５，１５６

　

７コ７７７

　

２４，８７４

　

２，３４１

　

２１，２３４

２，４０９，２４５

①

　

②

合

　

計 ２，４７２，２７３ ２３，６４０ ５，４７８ ２，４９０，４３４２，４７２，２７３

＊１

　

減価償却による減少額を含む。

①増加は、 リエゾンオフィスの敷金である。

②増加は、 演習室等パソコン一括管理ソフトの購入である。

（４）流動資産

流動資産のうち、 大きな変動があったものは未収入金 （１．１９ 億円減少） です。 これは、 退職金団体

交付金の減少によるものです。退職金団体交付金は年度末の退職金支給実績に基づいて、翌年度 ４月

に交付・入金されるため毎年、 未収入金として計上されます。

なお、 その他の科目については重要な変動はありません。

（６２）



（５）負債

　

固定負債は前年度と比べ ０，０９億円が増加しています。 主因は、 退職給与引当金の増加です。 福岡県

私学教育振興会の退職資金交付率が引き下げられたため、本学が準備すべき退職資金が増加しました。

　

流動負債は前年度と比べ０．６７億円が増加しています。 未払金は、 前年度末完工の大規模改修が当年

度はなかったことなどを主因として ０．６２ 億円減少しましたが、 前受金が、 大学学納金の改定を主因と

して前年度に比べ多かったこと等により１．８８億円増加しました。 その他の科目については重要な変動

はありません。

　

なお、 大学学生自治会費、 高校生徒会費、 大学・短大教育後援会費、 高校ＰＴＡ
会費等の預り金につ

いて、文科省や公認会計士協会学校法人委員会等から、他学校法人の周辺会計の問題生起に伴い、
よ

り厳格・厳正に管理することが求められています。 当年度の監査法人による監査においても、 当該預

り金の使途の明確化、より徴収趣旨に適う執行、より計画的な執行についての助言がなされてい
ます。

今後、学務部等の関係部署と共同で「周辺会計のいっそうの適正化」に取り組ま
なければなりません。

（６）基本金

　

第 １ 号基本金に、Ｅ棟建築に係る費用、Ｂ 棟学生ラウンジ他改修費用 （いずれも、 什器等の
購入費

用を含む）、 キャンバス周辺バリアフリー化工事費用等の組入れを行っています。

　

第３号基本金（１５億円）は、本学独自の奨学制度の安定化を目的に奨学基金として設定してい
ます。

本学独自に、経済的に修学困難な学生・生徒への学習機会の保障、並びに優秀な学生・生徒の教育研

究活動の奨励を、 長期安定的に行おうとするものです。

（７）正味財産

学校法人会計基準の変更に伴い、 正味財産は 「純資産の部合計」 として表記されています。 当年度

の純資産の部合計は３０５，ｏ８億円を計上し、 前年度 （３０３．８８億円） に対して１，１９億円増加しました。

　

なお、 財務比率の中で最も概括的で重要な指標と解されている純資産構成比率 （純
資産 （基本金＋

繰越収支差額）／総資金（総資産）（高い値が良い））は ８７．８％の高い比率となっています。 当比率の

全国大学法人階級分布において本学は中位に位置しており、 かつ金融資産 （主に 「その他固定資産」）

の比率も高いことから、「諸活動に積極的に資金投下している状況で良好な財政状態 （
バランスの良い

経営）」 を維持していると判断しています。

５．財務状況の評価、今後の財務運営の課題

（１）経営財務の外部評価（格付）

　

経営・財務の外部評価 （格付審査） は、「過年度の受審準備や評価結果が、 本学の経営状況の点検．

評価、 調査，分析の一助として極めて有効である」 と判断した上で、 法定の
自己点検評価活動、 マス

タープランや財政計画の履行状況点検、 さらには内部監査的なＩＲ調査と連関させながら行いました。

　

その結果、 本学の判定は前年度に引き続き 「Ａ」 評価 （Ｒ＆１）・
「Ａ＋」 評価 （ＪＣＲ） を取得しました。

　

特に高く評価されたコメントは次のとおりです。

（６３）



経営・財務に関する格付機関の評価（コメント）

①大学は、「丁寧な教育」「高い就職実績」 が評価され、１０年連続志願者増加、入学者を安定的に

確保しており、 入試難易度も上昇している。 短大、 高校も入学定員を確実に満たしている。

②予算統制力は高く、 収支の余裕度を低く設定しつつもキャッシュフローは安定確保している。

③第ｍ期施設・設備整備計画は自己資金で対応しており、 安定した財務構成は維持可能である。

④良好なガバナンスの下、 法人と教学が協調し、 教職協働で経営改革に取り組んでいる。

⑤予算と事業計画の連動性の高さには定評があり、ＰＤＣＡサイクルで環境変化適応性も高い。

⑥低学費政策で人件費比率は高めだが、現状推移では財政健全性は十分保たれる見通しである。

（２）今後の財務運営の課題（第４次中期財政計画における課題（前年度から継続して対応））

　

第 ７次 ＭＰ 策定にあたっては、 国の政策議論・社会ニーズ等と網羅的に考え合わせて議論が行われ

ま した。 その結果、 「Ｆｏｒａｌｌｔｈｅｓｔｕｄｅｎｔｓ」 を経営理念として、 広く社会に貢献する
「全国トップクラス

の教育拠点」 化することを目標に、 ①戦略的広報・募集活動、 ②教育の質的転換、 ③特色ある研究、

④キャリア教育・就職支援、 ⑤グローバル化・地域貢献、 ⑥財政とガバナンスの安定・強化の諸活動

にわたる総合的方策 （戦略） を講ずることとしています。

　

この第 ７次 ＭＰの実現には、 相応の積極的資金投下が必要です。 それらの 「所要原資の安定確保」

と 「資金投下後の安定財政」 には、 第 ４次中期財政計画に掲げた収支改善施策の確実な実施と、基本

金組入前収支差額（従前の帰属収支差額（黒字））の安定確保が不可欠となります。

　

従い、 今後の課題は、「ＭＰ」 及び 「財政計画」 の計画から １年を経た段階での実施・実現度合いを

具に確認し、 計画実現性をいっそう向上させなければなりません。

財務運営の課題・速成策の方向性（第４次中期財政計画の総合的目標）

１）学納金収入の安定化

①教育研究への積極的資金投下と財政安定化の両立のため、大学学納金を改定する。

　

②文科省等の 「定員管理の厳格化」 への対応として、 いっそう精微な入学者確保の関係施策を

　

講じる。

　

③現状のドロップアウト対策の維持・向上による学納金ロスの縮小や、 経常費補助金増収を兼

　

ねて実態に応じた編入学定員設定の検討を行う。

２）補助金の増収

　

①国の新たな補助事業に対応するため、 補助制度の情報収集と学内への情報発信、補助制度へ

　

の適合度合いを高める予算制度見直し等により、 補助要件の充足を的確に行う。

　

②国が求める大学の機能に適い、 社会からの評価を高めるため、 改革総合支援事業の選定要件

　

充足状況を維持・向上させる。

　

③経常費補助金特別補助のうち、 研究所に対する補助事業に拡大の余地があるため、 予算の枠

　

組み変更等を検討して対応を図る。

３）人員管理による人件費安定化

　

①教職員の定員設定と、 それに基づく定数管理を継続する。

②選択定年制度、業績評価制度を継続して運用・実施する。
③所定の人件費比率が維持できない場合は、 賞与の削減、 給与体系の見直し、 諸手当の見直し

　

を行うことも検討する。
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６． 計算書類

（１）資金収支計算書

（２）資金収支計算書

（３）資金収支計算書

（４）事業活動収支計算書

（５）事業活動収支計算書

（６）事業活動収支計算書

（７）活動区分資金収支計算書

（８）貸借対照表

〈経年比較〉

く当初予算対比〉

＜部門別＞

〈経年比較〉

〈当初予算対比〉

＜部門別＞

〈経年比較〉

４）短大財政の安定化

①財政状態を安定化させるため、 入学者安定確保の施策を徹底・強化する。

②全国短大との比較における相対的高人件費や、 大学に比べ高比率となっている人件費比率・

　

人件費依存率改善のため、 総額抑制の検討と業務負荷に応じた人件費配分の見直しを行う。

③補助金の積極申請や教育研究経費の選択・集中、 ドロップアウト防止策等の補完的収支改善

　

策を具体的に検討し、 積極的に実施する。

５）高校財政の安定化

① 「附高財政計画～福岡工大附城東高校の財務運営について～ （改訂）」 で計画したヒト・モノ

　

投資計画とその原資確保計画について、 実行段階に移行する。

②第３次財政計画における奨学費削減目標の達成に向け、段階的削減を継続する。

③入学定員の実質化（定員増）や、私立高校経常費補助金の積極申請等の補完的収支改善策も

　

検討する。

６）予算制度の高機能化

①大学学納金改定による増収額の配分方法を検討・協議し、安定財政と教育・研究への積極的

　

資金投下を両立させる。

②設置 ３ 校の財政的自立・独算的考え方に基づき、法人部門経費を応分負担できる財務体質を

　

定常化させる。

③事務局予算を 「選択・集中」 し、 全体の費用対効果を向上させる。

７）施設・設備への投資（大学・高校）

　

．第ｍ期施設・設備整備計画の実施と、 高校生徒増に対応した施設・設備整備計画の具体的実

　

施計画の策定・実施について、 将来の学部設置・改組の財源を確保しながら行う。
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（１）資金収支計算書 〈経年比較〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位＝千 円）

　　　　

収入の部

　　　　　　　

２６年度決算額

　　

２７年度決算額（１） ２８年度決算額（２）

　

増減（２）－（１）

５，５６１収入 ６，０９７，９１１

手数料収入

　　　

１４６，５０６

　　　　　　　

１４２，３８６

　　　　　

△ ４，１２

　　　　

４３，７６５

　　　　　　　　

４８，ヲ６１

　　　　　　

４，９９

　　

１，３９４，５０６

　　

・．・．．

　

１，３９２，８６２

　　　　　

△ １，６４

　　　　　　

３，８７８

　　　　

・

　　　　　　　

０

　　　　　

乙 ３，８７

　　　

１８０，５０８

　　

…

　　

・…． ２０「，５８５

　　　　　　

２１，０７

　　　

１１３，８７９

　

・
…

　　

・．劉２３，７０８

　　　　　　

９，８２

　

３０９，８５７１

　

‐

　　

．．２７４，９６２

　　　

△ ３４，８９

　　　　

０

　

…”

　　　　　　

……

　　　

…０

　

１，９５６，５５５

　　　　　

・２罰４５，耳０９

　　　　　

１８８，８５

　

２，０４８，８２６

　　　　　　

・８１７，３９８

　　

△ １，２３１，４２

△２，２９３，３２２

　　　　

△ ２，ヨ５４訂０８

　　　　

・３９，２１

　

２，０５０，４６７

　　　

１．

　　

２，１７９，９６８

　　　　　

１２９，５０１

１２，２１８，３２５
・

　

１・

　

”，４４１，３９３

　　　

△ ７７６，９３

寄付金収入

１，４５１

資産売却収入

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等収入

別受金収入

その他の収入

資金収入調整勘定

別年度繰越支払資金

収入の部合計

１２０，

５４７

△２，３７１

１，９９６，１５１

（単位：千円）

　　　　

支出の部

　　　　　　　

２６年度決算額

　　

２７年度決算額（１） ２８年度決算額（２）

　

増減（２）－（１）２６年度決算額

　　　

５，１４３，６人件費支出 ４，９２２，３８７

　　　　　　　

４，９

　

９≠１４３

　　　　　　

２６，

１，７６６，２７４

　　　　　　

１，７４８，８８５

　　　　

乙 １７，教育研究経費支出

管理経費支出

借入金等利息支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

資産運用支出

その他の支出

（予備費）

１，７１３，９９１

６８８，１７２

　　　　　　　　

６８９２６６

　　　　　　　

１

　

０

　　　　　　　　　　　　

０

６０，０００

　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

‘ ６

１，５８５，５３１

　　　　　　

１，２３５，９８０

　　　

△ ３４９，５５１

　

６５８，０８９

　　　　　　　

５８６，３６３

　　　　

△ ７１，７２

　

３９５，８７７

　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

乙 ３９５，８７

　

２２７，０３０

　　　　　　　　

３６２，１９７

　　　　　

１３５，１６

５１

２，８９２β１

△２６５，００３

　　　　　

△ ２１１，６３６

　　　　　　

５３，３６７

　

２，１７９，９６８

　　　　　　　

２，０８１，１９５

　　　　

‘ ９８，７７

１２，２１８，３２５

　　　　　

１１，４４１，３９３

　　　

△ ７７６，９３

整勘定 ‘｝２０６，９１８

資金 ２，０５０，４６７

出の部合計 １３，６８７

（６６）



（２）資金収支計算書 く当初予算対比〉

収入の部 予

　

算（１） 決

　

算（２） 差

　

異（１）‐（２）

学納金収入 ６，３２５，１９５ ６，２６８，４６１ ５６，７３４

手数料収入 １６１，９００ １４２，３８６ １９，５１４

寄付金収入 ３５，１００ ４８，７６１ △１３，６６１

補助金収入 １，４８１，２００ １，３９２，８６２ ８８，３３８

国庫補助金収入 ８６７，２００ ７５４，２９６ １１２，９０４

地方公共団体補助金収入 ６１３，４００ ６３７，９２２ ‘ ２４，５２２

その他補助金収入 ６００ ６４４ △４４

資産売却収入 ０ ０ ０

付随事業・収益事業収入 １５４，６６０ ２０１，５８５ △４６，９２５

受取利息・配当金収入 １１８，９８３ １２３，７０８ △４，７２５

雑収入 ２３５，９１２ ２７４，９６２ △３９，０５０

借入金等収入 ０ ０ ０

前受金収入 １，９５０，０００ ２，１４５，４０９ 乙 １９５，４０９

その他の収入 １，６０８，２５７ ８１７，３９８ ７９０，８５９

資金収入調整勘定 乙 ２，２３２，６２５ 乙 ２，１５４，１０８ △７８，５１７

前年度繰越支払資金 １，９０８，９６８ ２，１７９，９６８ 乙 ２７１，００〇

収入の部合計 １１，７４７，５５０ １１，４４１，３９３ ３０６，１５７

支出の部 予

　

算（１） 決

　

算（２） 差

　

異（１）－（２）

人件費支出 ４，８６５，５８３ ４，９４９，１４３ 乙｝８３，５６０

教育研究経費支出 １，８３６，２３６ １，７４８，８８５ ８７，３５１

管理経費支出 ７０８，３０８ ６８９，２６６ １９，０４２

借入金等利息支出 ０ ０ ０

借入金等返済支出 ０ ０ ０

施設関係支出 １，６５０，０００ １，２３５，９８０ ４１４，０２０

設備関係支出 ６８５，０００ ５８６，３６３ ９８，６３７

資産運用支出 ０ ０ ０

その他の支出 ２７０，１４８ ３６２，１９７ △９２，０４９

（予備費） ４０，０００ ０ ４０，０００

資金支出調整勘定 △２２４，０９４ △２１１，６３６ △１２，４５８

翌年度繰越支払資金 １，９１６，３６９ ２，０８１，１９５ ‘ １６４，８２６

支出の部合計 １１，７４７，５５０ １１，４４１，３９３ ３０６，１５７

（６７）



（３）資金収支計算書 〈部門別〉 （単位：千円）

収入の部 法人本部 大

　

学 短

　

大 高

　

校 合

　

計

学納金収入 ０ ４，８５８，２２５ ３５０，６５５ １，０５９，５８２ ６，２６８，４６１

手数料収入 ０ １０１，４４５ ５，９２７ ３５，０１４ １４２，３８６

寄付金収入 ０ １４５０７ ０ ３４，２５５ ４８，７６１

補助金収入 ０ ６８５，１２３ ６５，６８８ ６４２，０５１ １，３９２，８６２

資産売却収入 ０ ０ ０ ０ ０

付随事業・収益事業収入 ０ １８１，５２２ ７，０４１ １３，０２１ ２０１，５８５

受取利息・配当金収入 ０ ８９，８５０ ８，０１１ ２５，８４８ １２３，７０８

雑収入 ０ １６９，４１８ ９０１ １０４，６４２ ２７４，９６２

借入金等収入 ０ ０ ０ ０ ０

印豆金収入 ２，１４５，４０９ ２，１４５，４０９

その他の収入 ８１７，３９８
８１７，３９８

資金収入調整勘定 △２，１５４，１０８ △２，１５４，１０８

前年度繰越支払資金 ２，１７９，９６８
２，１７９，９６８

収入の部合計 ２，９８８，６６８ ６，１００，０８９ ４３８，２２４ １，９１４，４１３ １１，４４１，３９３

（単位：千円）

支出の部 法人本部 大

　

学 短

　

大 高

　

校 合

　

計

人件費支出 ９２，８６５ ３，３１６，５０３ ２８３，４９２ １，２５６，２８３ ４，９４９，１４３

教育研究経費支出 ０ １，４０１，８２０ ６６，２４１ ２８０，８２４ １，７４８，８８５

管理経費支出 ２０２，６７５ ３８６，４２０ １４，６２１ ８５，５５０ ６８９，２６６

借入金等利息支出 ０ ０ ０ ０ ０

借入金等返済支出 ０ ０ ０ ０ ０

施設関係支出 ８０ １，２１７，０６６ ６，５２３ １２，３１１ １，２３５，９８０

設備関係支出 ０ ５１１，４８８ ２０，９０２ ５３，９７４ ５８６，３６３

資産運用支出 ０ ０

その他の支出 ３６２，１９７ ３６２，１９７

（予備費） ０ ０

資金支出調整勘定 △２１１，６３６ 乙 ２１１，６３６

翌年度繰越支払資金 ２，０８１，１９５ ２，０８１，１９５

支出の部合計 ２，５２７，３７６ ６，８３３，２９７ ３９１，７７８ １，６８８，９４２ １１，４４１，３９３

（６８）



（４）事業活動収支計算書 く経年比較〉

増減（２）‐（１）

６，０９７，９１１

１４６，５０６

　　　　　　　

１４２，３８６

　　　　　

△ ４，１

　　

３５，０３７

　　　　　　　　

４３，７６５

　　　　　　　　

４０，５０７

　　　　　

乙

１，３６２，８５８

　　　　　　

１，２７２，５０７

　　　　　　

１，３５２，３３７

収 入

　　　　　　　　　　　　　　　

１７６，４５４

　　　　　　

１８０，５０８

　　　　　　

２０１，５８５

　　　　　

２１

４９３，１０９

　　　　　　　　

２４

８，３１８，５９１

　　　　　　　

８，１５１

件 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

５，０４９，８４１

　　　　　

４，８６１，２２９

　　　　　

４，９０３，３５０

　　　　　

４２，１２１

育 研究経 費

　　　　　　　　　　　　　　

２，６２６，０１２

　　　　　

２，６７２，２７６

　　　　　

２，６５９，５８９

　　　

△ １２，６８

理 経 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　

７６０，６９７

　　　　　　

７５３，０４８

　　　　　　

７５６，０１５

　　　　　

２，９６

育 活動 支 出 計 （Ｂ）

　　　　　　　　　　

８，４３６，５６１

　　　　　

８，２８６，５５３

　　　　　

８，３１８，９５３

　　　　　

３２，４０１

△ １１７９７０

　　　　　　

△ １３５３１

＝千円）

２７年度決算額（１）

取 利 息・配 当金

　　　　　　　　　　　　　

１１７，８７０

　　

・

　　

１１

活動 外収 入

　　　　　　　　　　　　

０

１１７８７０

　　　　　　　

１１

入金 等利 息

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｏ

活動 外 支出

　　　　　　　　　　　　

Ｏ

（Ｄ）－（Ｅ）＝（Ｆ）

　　　　　　

１１７，８７０

　　　　　　　

１１

１経常収支差額 （Ｃ）＋（Ｆ）

　　

ー

　　　　

△ｌｏｌｌ

　　　

△２４，４９２１

　　　　

２１，３２６１

　　　

４５，８１８１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位；千 円）

特別収支

　　　　　　　　　　　　

２６年度決算額

　　

２７年度決算額（１） ２８年度決算額（２）

　

増減（２）－（１）
；
生 売 却 差 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　

０

１１３，４９３

　　　　　　　

１５８，９２４

　　　　　　　　

９９，６２５

　　　　

‘

１１３４９３

　　　　　　　

１５８９２４

　　　　　　　　

９９，６２５

　　　　

乙
の他の特
別収入計

△２，３８２

　　

０

３，７８２

の特別 ０

　　　　　　　　　　　　

０

７８２

　　　　　　　　　

３３６７ △特 別 支出 計 （Ｈ）

　　　　　　　　　　　　　　

３，７８２

　　　　　　　

３，３６７

　　

．

　　　　　

９８５

　　　　　

２，３８２

特別 収支 差 額 （Ｇ）－（Ｈ）＝（１）

　　　　　　　

ｌｏ９，７１０

　　　　　　

１５５，５５７

　　　　　　

９８，６４０

　　　

△ ５６，９１８

（予 備 費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

　　　　　　　　　

ｏ

　　　　　　　　　

ｏ

　　　　　　　

ｏ

入 額 合計

　　　　　　　　　　　

△ ７１０，９５１

　　　

△ １，９３５，５７４

　　　　

△ １，７３６，９３４

　　　　

１９８，６３９

当年度収支差額

　　　　　　　　　　　　

△ ６０１，３４１

　　　　

△ １，８０４，５０８

　　　　

△ １，６１６，９６８

　　　　

１８７，５４

ー」年度繰越収支差額

　　　　　　　　　

△ ３，６３４，０９８

　　　　

△ ４，２３５，４３９

　　　　

△ ６，ｏ３９，９４６

　　

△ １，８０４，５０８

崩額
△４２３５４３９

　　　　

△ ６，ｏ３９，９４６

　　　　

△ ７，６５６，９１５

　　

△ １，６１

（単位＝千円）
１８，９１９８，５４９，
１９

（６９）



（５）事業活動収支計算書 〈当初予算対比〉

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

教育活動収支

　　　　　　　　　　　　　

予

　

算（１）

　　　　　　

決

　

算（２）

　　　　　

差

　

異（１）－（２）

学 納 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６，３２５，１９５

　　　　　　　

６，２６８，４６１

　　　　　　　　

５６，７３４

手 数 料

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１６１，９００

　　　　　　　　

１４２，３８６

　　　　　　　　

１９，５１４

寄 付 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３５，１００

　　　　　　　　

４０，５０７

　　　　　　　　

△ ５，４０７

経 常 費 等 補 助金

　　　　　　　　　　　　　　　

１，３１２，７５０

　　　　　　

１，３５２，３３７

　　　　　　　

△ ３９，５８７

　

国庫補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６９８，７５０

　　　　　　　　　

７１４，５５１

　　　　　　　　

△１５，８０１

　

地方公共団体補助金収入

　　　　　　　　　　　　　

６１３，４００

　　　　　　　　　

６３７，１４２

　　　　　　　　

△ ２３，７４２

　

その他補助金収入

　　　　　　　　　　　　　　　　　

６００

　　　　　　　　　　

６４４

　　　　　　　　　

△ ４４

付 随事 業収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１５４，６６０

　　　　　　　　

２０１，５８５

　　　　　　　

△ ４６，９２５

雑 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２３５，９１２

　　　　　　　　

２１４，３４８

　　　　　　　　　

２１，５６４

教 育 活動 収 入計 （Ａ）

　　　　　　　　　　　　　　

８，２２５，５１７

　　　　　　　

８，２１９，６２３

　　　　　　　　　

５，８９４

人 件費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，８２５，８０７

　　　　　　　

４，９０３，３５０

　　　　　　　

△ ７７，５４３

教 育 研 究経 費

　　　　　　　　　　　　　　　　

２，７７３，７０８

　　　　　　　

２，６５９，５８９

　　　　　　　

１１４，１１９

管 理 経 費

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７７５，４３６

　　　　　　　　

７５６，０１５

　　　　　　　　

１９，４２１

徴 収 不 能 額等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２００

　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　

２００

１５１

　　　　　　　　　

８３１８９５３ ５６１活動支出計（Ｂ）

△１４９，６３４

　　　　　　　　　

△ ９９，３３０

　　　　　　　　　

△

利 息・配 当金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１５，６７０

　　　　　　　　

１２０，６５６

　　　　　　　　

△

也の 教 育 活動外 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　

０

活動 外収入 計 （Ｄ）

　　　　　　　　　　　　　

１１５，６７０

　　　　　　　　

１２０，６５６

　　　　　　　　

△

の他の教育活動外支出 ｏ

　

ｏ

　　　　　　　　　　　　　　

ｏ

ｌ１５６７０

　　　　　　　　　　

１２０６５６

　　　　　　　　　　

△

の 他 の 特別 収 入

　　　　　　　　　　　　　　　　

１９１

１９１，２５０

　　　　　　　　　　　

９９，６２５

　　　　　　　　　　　

９１，６

　

５，４００

　　　　　　　　　　　　　

９８５

　　　　　　　　　　　　

４，４１

（予備費）

▼

　　　　　　　　　　　　　　　　

１１１，８８６

　　　　　　　　　

１１９，９６６

合 計

　　　　　　　　　　　　　　

△ ２，１９８，６２９

　　　　　　

△ １，７３６，９３４

　　　　　　

△ ４６１

年 度 収 支差 額

　　　　　　　　　　　　　　　

△ ２，０８６，７４３

　　　　　　

△ １，６１６，９６８

　　　　　　　

△ ４６９，

△６，０１７，５６４

　　　　　　　　

△

　　　

１，２９１

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　　

１，２９１

乙 ８，１０３，０１６

　　　　　　　　

乙 ７，６５６，９１５

　　　　　　　　　

乙 ４４６，１０１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

豆： 円

８，５３２，４３７

　　　　　　　　　

８，４３

出 計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

８

（７０）



（６）事業活動収支計算書 く部門別〉

教育活動収支 法人本部 大

　

学 短

　

大 高

　

校 合

　

計

学納金
手数料
寄付金
経常費等補助金
付随事業収入
雑収入

（
Ｕ

　　

ｎ
ｖ

　　

Ｕ^

　　

Ｕ^

　　

Ｕ^

＝^Ｕ

４，８５８，２２５

１０１，４４５

　

１４，５０７

６６０，１７２

１８１，５２２

１６９，４１８

３５０，６５５

　

５，９２７

　　

４５

５４，９６４

　

７，０４１

　

１，４５２

１，０５９，５８２

　

３５，０１４

　

２５，９５５

６３７，２０１

　

１３，０２１

　

４３，４７８

６，２６８，４６１

１４２，３８６

　

４０，５０７

１，３５２，３３７

２０１，５８５

２１４，３４８

教育活動収入計（Ａ） ０ ５，９８５，２８９ ４２０，０８４ １，８１４，２５１ ８，２１９，６２３

人件費
教育研究経費
管理経費
徴収不能額等

９７，３０２

　

０

２０６，３１５

　

０

３，３１１，１４４

２，１３０，２６４

４２４，６８９

　　

０

２８３，４９２

１０３，３８６

２３，１５５

　

０

１，２１１，４１１

４２５，９３９

１０１，８５６

　　

０

４，９０３，３５０

２，６５９，５８９

７５６，０１５

　　

０

教育活動支出計（Ｂ） ３０３，６１７ ５，８６６，０９７ ４１０，０３３ １，７３９，２０６ ８，３１８，９５３

教育活動収支差額 （Ａ）－（Ｂ）＝（Ｃ） △３０３．６１７ １１９．１９１ １０，０５１ ７５，０４５ △９９．３３０（Ａ）－（Ｂ）＝（Ｃ）

　　

△３０３，６１７

　　　　

１１９，１９１

　　　　

１０，０５１

　　　　　

７５，０４５

　　　

△ ９９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位＝千 円）

教育活動外収支

　　　　　　　　　

法人本部 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

校

　　　　

合

　

計

受 取利 息・配 当金

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

８７，６２５

　　　　　

７β１３

　　　　

２５，２１９

　　　

１２０，６５６

その他 の教 育 活動 外収 入

　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

教 育 活 動 外 収 入計 （Ｄ）

　　　　　　　　　　

０

　　　　

８７，６２５

　　　　　

７，８１３

　　　　

２５，２１９

　　　

１２０，６５６

借 入 金 等 利 息

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

その他 の 教 育 活動 外支 出

　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

教育活動外支出計 （Ｅ）

　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

１教育活動外収支差額（Ｄ）－（Ｅ）＝（Ｆ）ｌ

　　　　

ｏ１

　　　

８７，６２５１

　　　

７，８１３１

　　　

２５，２１９ー

　　

１２０６５６１

経常収支差額 （Ｃ）＋（Ｆ）

　　　　　　

△ ３０３，６１７

　　　　

２０６，８１６

　　　　

１７，８６４

　　　

１００，２６４

　　　　

２１，３２６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（
“ 位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

特別 収 支

　　　　　　　　　　　　　

法 人本 部 大

　

学

　　　　

短

　

大

　　　　

高

　

校

　　　　

合

　

計

資 産 売 却 差 額

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　　

０

　　　　　　

０

その 他 の 特別 収 入

　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

６９，７８５

　　　　

１０，８５５

　　　　

１８，９８５

　　　　

９９，６２５

特別収入計 （Ｇ）

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　

６９，７８５

　　　　

１０，８５５

　　　　

１８，９８５

　　　　

９９，６２５

資 産 処 分差 額

　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　

４７

　　　　　　　

０

　　　　　　

９３８

　　　　　　

９８５

その 他 の 特別 支 出

　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

　　　　　　　

０

特別支出計 （Ｈ）

　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　

４７

　　　　　　　

０

　　　　　　

９３８

　　　　　　

９８５

１特別収支差額 （Ｇ）－（Ｈ）＝（１）

　

ｌ

　　　　

ｏ１

　　　

６９，７３８１

　　

１０，８５５ー １８，ｏ４８１

　　

９８，６４０１

（予 備 費）

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　

△ ３０３，６１７

　　　　

２７６，５５４

　　　　　

２８，７１８

　　　　

１１８，３１１

基本金組入額合計

　　　　　　　　　　　

△ ８０

　

△ １，６４４，２９０

　　　

△ ２４，５７１

　　　

△ ６７，９９３

　

△ １，

当年度収支差額

　　　　　　　　　　

△ ３０３，６９７

　

△ １，３６７，７３６

　　　　　

４，１４７

　　　　

５０，３１８

　

△ １，６１

前年度繰越収支差額

　　　　　　　

△ ６，０３９，９４６

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

△ ６，０３９

基 本 金 取 崩額

　　　　　　　　　　　　　　　

０

△６，３４３，６４４

　　

△ １，３６７，７３６

　　　　　　

４，１４７

　　　　　　

５０，３１８

　　

△７

０

　　　　

６，１４２，６９８

　　　　　

４３８，７５１

　　　　

１

出計

　　　　　　　　　　　

３Ｏ３，６１７

　　　

５，８６６，１４４

　　　　

４１〇，〇３３

　　　

１，７４〇，１４４

　　　

８，３１

（７１）



（７）活動区分資金収支計算書 〈経年比較〉

　

′

　　　　　　　　

口

　　

目

　

‘

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：千 円）

　　　　　　

、

　

目

　　　　　　　

２６年度決算額

　

２７年度決算額（１）２８年度決算額（２） 増減（２）‐（１）

　　　

学 納 金 収 入

　　　　　　　　　　　

６，０９７，９１１

　　　　

６，２６２，９００

　　　　

６，２６８，４６１

　　　　

５，５６１

　　　

手 数 料 収 入

　　　　　　　　　　　　

１５３，２２２

　　　　　

１４６，５０６

　　　　　

１４２，３８６

　　　

△ ４，１２０

　　　

特 別 寄 付 金 収 入

　　　　　　　　　　　

３５，００７

　　　　　

４３，７３５

　　　　　

４０，４３１

　　　

△ ３，３０４

教

　　

一 般 寄 付 金 収 入

　　　　　　　　　　　　

３０

　　　　　　　

３０

　　　　　　　

３０

　　　　　　

０

育

　

ｄ” 経 常 費 等 補 助 金 収 入

　　　　　　　

１，３６２，８５８

　　　　

１，２７２，５０７

　　　　

１，３５２，３３７

　　　　

７９，８３０

活 Ｔ

　　

国 庫 補 助金 収入

　　　　　　　　　

７３９，６０３

　　　　　

６３９，５１４

　　　　　

７１４，５５１

　　　

７５，０３７

動

　

ハ

　　

地 方公共団体補 助金 収入

　　　　　　

６２２，６４５

　　　　　

６３２，４３４

　　　　　

６３７，１４２

　　　　　

４，７０７

に

　　　　

その 他 補助 金収 入

　　　　　　　　　　　

６１０

　　　　　　　

５５８

　　　　　　　

６４４

　　　　　　

８５

よ

　　

付 随 事 業 収 入

　　　　　　　　　　　

１７６，４５４

　　　　　

１８０，５０８

　　　　　

２０１，５８５

　　　　

２１，０７７

る

　　

雑 収 入

　　　　　　　　　　　　　　

５４７，３４４

　　　　　

３０９，８２９

　　　　　

２７４，９６２

　　

△ ３４，８６７

　

誹
経常費等補助金収入

　　　　

国庫補助金収入

　　　　

地方公共団体補助
に その他補助金収入
よ 付随事業収入
る 雑収入

茎 教育活動資金収入言

　　

人件費支出
収

　

支 教育研究経費支出
支

　

出 管理経費支出

５，１４３ ４，９２２，３８７

１，７６６，２７
４，９４９，４３
１，７４８，８８５

　　　

‘ １７，

　

’

　　　　　　　　　　　

－

７
′

１，７１３，９９１

設
整
備

　

収

喜入
動

呈支
る

　

出
資
金
　

８８，７７１ ４０，５２５ 乙｝８１，４７
‘ ３，８７８

１２１，９９９

　

３，８７８

△Ｉ

１，２３ 乙 ３４９，５５１
△

　　　

２
５５５，０６３
５１０３５５

△
△

３ ８

２０，６０９
１６，２１８８

　　　　　　　　

１１，１５９金収入 △１１，１５９
△

　　　

８

△
９，８２９１２０，７０６ １１３，８７７９

　　　　　　　

１２３，７０８

２８他
の

△
１５７

墓

　

借入 △
△３９５，８７７

　　

２，４０６

　

２２，０２６

２，８９２，８１９

　　　　　　　

３９５，８７７　

　　　　　

　

　　

　

よ

　　

保証金・預託金支出

　　

預り金支出

　　　　　　
収

　　

修学旅行預け金支＊

支

　　　

小計

２，４０６
３８，０６３
２０，８３１

１６，０３７
８３１

　　　　　

２０，８３１

２６５

　　　　　　　

２６５

８４７

　　　　　　

９９０９
２１０，０１

４

（７２）



（注記）

活動区分ごとの調整勘定等の計算過程は以下のとおり。

目

　　

又、′
墓前期末未収入金収入
収期末未収入金
支 前期末前受金
計 収入計
算 前期末未払金支払支

詳前饗塾支出

　　　　　　　
収入計一支

科

　　　

目

教ｆ前受金収入
育 前期末未収入金収入
活期末未収入金
　　　　　　　
　 　　　　　　

　　

よ 曽著
ハ￥±”△＋”＋…

る 型坤小杢や杢冬ぬ又出
資 面払金支払支出
金 期末未払金
収 前期末前払金
支１

　　

出計

施

　　　　　　

科

　　　

目

入
前期末未収入金収入
期末未収入金
前期末前受金
動

　

収入計
に前期末未払金支払支出

　　　　　
収

　

支出計
支 収入計－支出計

　　　　　

目

の 前受金収入
他 前期末未収入金収入
の 期末未収入金
｝ 前期末前受金

－－
収入計

」 前期末未払金支払支出

る 前払金支払支出
資 期末未払金
金 前期末前払金
収

　

支出計
支

　　　

ｉ －

　

＝ー
言

２６年度決算額

乙 ５３０，５５８

‘ １，８４０，５２１

　　

７２，０６３

　　

２０９，７０２

　　

３４，４３０

‘ １７６，４８５

　

乙 ３０４３３

２６

３７２１４

　

１，９５６，５５５

　　

５３０，５４６

△３１７，３９８
△１９７５９２４

　

１６８，９６５

　

３７，０８９

‘｝２３０，５７３

乙 ３４，４３０

‘ ５８，９４９

　

２５２７２８

　

２，１４５，４０９

　　

３１７，３９８

‘ １９７，５５２

‘ １，９５６，５５５

　　

３０８，６９９

　

２４２，７３８

　　

４３，０４７

乙 １７４，５４７

　

乙 ３７，０８９

　　

７４，１４９

（単位；

　

１８８，８５４

乙 ２１３，１４８

　

１１９，８４６

　

１９，３６９

　

１１４，９２０

　

７３，７７４

　　

５，９５７

　

５６，０２７

　

‘ ２，６６０

　

１３３，０９８

乙 １８１７８

　

１８８，８

乙 ２４８，１２４８，１１０

　

３６，４７８

　

１９，３６９

乙 ３，４１０

　

３５，１５０

乙 ４，８４３

　

３３，９４２

乙 ２，６６０

　

６１，５９０

と ６５，０００

　

０

３４，９６２

８３，３６８

　

０

１１

３８，６２３

１０，８００

２２，０８５

　

０

７１

５４

　　

１，９７５，９２４

　　　

２８９，８３７

　　

乙 ４４６，４７７

　

乙 １，８４Ｑ５２１

　　

‘ ２１，２３６

　　　

１６７，３２３

　　　　

３４，４３０

　　

乙 １２９，８０２

　　　

‘ ３０，４３３

　　　

４１，５１８

　　

乙 ６２，７５４

２６年度決算額

　　

０

１７７，３８０

△８４，０８１

　　

０

　

９３，２９９

　

４２，３７９

　　

０

乙 ４６，６８３

０

△４，３０４
９７，６０３

２６年度決算額

　

２７年
０

　

０

　

０

　

０

　

０
・０

　

０

　

０

　

０

　

０

　　

　　

　　　　　　

　

１，９５６，５５５

　　

４４６，４６５

△１９８，３５５

△１，９７５，９２４

　

１２９，８１２

　

３７，０８９

‘ １６４，９６２

乙 ３４，４３０

‘ ３２，４９１

　

２６１２３２

　　

０

　

８４，０８１

乙 １１９，０４３

０

△３４９６２

　

３９，１５３

　　

０

乙 ６５，６１１

０

△２６，４５８
△８５０４

）
′

　

０

　

０

　

０

　

０

－

　　　

、

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

２，１４５，４０９

　　

１９８，３５５

乙 １６１，８７７

乙 １，９５６，５５５

　　

２２５，３３１

　　

１６４，９６２

　　

３２，２４７

‘ １３１，０２０

　

乙 ３７０８９

０

　

１１９，０４３

乙 ３５，６７５

０

　

７７，７７６

　

１０，８００

乙 ４３，５２６

０

１８

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

　

０

（７３）

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０
０



（８）貸借対照表（平成２９年３月３１日現在）

資

　

産

　

の

　

部
科

　　　

目 本 年度 末 前 年 度 末 増

　　

減

固 定 資 産 ３２，３８７，７８５ ３１，９９３，６８１ ３９４，１０４

有形固定瞥産 ２３，４６７，３５０ ２２，５９１，４０７ ８７５，９４３

土地
建物
構築物
教育研究用機器備品
管理用機器備品
図書
車両
建設仮勘定

３，４８７，６５１

１４，５４１，６７６

１，３６２，３０６

２，５３７，７８９

　

８８，５１２

１，１３６，３９１

　

５７，６１６

　

２５５，４０９

３，４７３，５３１

１３，０６８，１５８

１，３２７，３７４

２，３３４，４８６

　　

８７，９２０

１，１１８，３０１

　　

３９，６８２

１，１４１，９５６

　　

１４，１２０

１，４７３，５１９

　

３４，９３２

　

２０３，３０３

　　　

５９２

　　

１８，０８９

　　

１７，９３５

△

　

８８６，５４６

特定客際 ６，
ｑｑｎ ａｒｌｎ △

　

５００．ＣＯＯ

第３号基本金引当特定資産
退職給与引当特定資産
施設拡充引当特定資産
教育設備引当特定資産

１，５００，０００

１，６００，０００

２，８３０，０００

　

５００，０００

１，５００，０００

１，６００，０００

３，３３０，０００

　

５００，０００

　　

０

　　

０

△

　

５００，０００

　　

０

その他の固定資産 ２，４９０，４３５ ２，４７２，２７４ １８，１６１

　

借地権

　

電話加入権

　

施設利用権

　

預託金

　

保証金

　

ソフトウェア

　

有価証券
充 動 資 産

１９，８０５

５，１５７

７，７７８

２４，８７４

２，３４１

２１，２３４

１９，８０５

５，１５７

１０，２０５

２４，８０９

　

０

　

０

　　　

０

　　　

０

　

△

　

２，４２７

　　　　

６５

　　

２，３４１

　　

２１，２３４

　

△

　

３，０５２

△ １９７，５５０
２，４０９，２４５

２，３７７，７４２

２，４１２，２９７

２，５７５，２９２

現金預金
未収入金
修学旅行預け金
前払金
ィ后キ／）金

２，０８１，１９５

　

１９７，５５２

　

３９，５３９

　

４３，０４７

　

１６．４１０

２，１７９，９６８

　

３１７，３９８

　

２４，６９１

　

３７，０８９

　

１６，１４５

乙

　

９８，７７４

乙

　

１１９，８４６

　　

１４，８４７

　　

５，９５７

　　　

２６５

１

　

産

　

の

　

部

　

合

　

計 ３４，７６５，５２７ ３４，５６８，９７３ １９６，５５５

◆正味財産（資産－負債）

２７年度
資産

　　　　

３４，５６８，９７３①
負債

　　　　

４，１８０，８２６②
①－②

　　　

３０，３８８，１４７③

２８年度
資産

　　　　

３４，７６５，５２７④
負債

　　　　

４，２５７，４１５⑤
④→⑤

　　　

３０，５０８，１１３⑥

正味財産の増加
⑥‐③

　　　　　

１１９，９６６

◆純資産構成比率 全国度数分布
く純資産／ （総負債十純資産），
高い値が良い〉

８７，８％

本法人より

　

高い ２２８法人
同じ１１５法人
低い２０５法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位 ： 千円）

負

　

債

　

の

　

部

　　

科

　　　

目

　　　　　　

本 年 度 末

　　

前 年 度 末

　　　

増

　　

減

固

　

定 負 債

　　　　　　　　　　　

１，６３４，４１０

　　　

１，６２５，２１５

　　　　　

９，１９５

　

長期 未 払 金

　　　　　　　　　　　

１５，４０４

　　　　　

２１，０２９

　　　

△ ５，６２６

　

退職 給 与引 当 金

　　　　　　　

１，６１９，００７

　　　

１，６０４，１８６

　　　　

１４，８２１

流 動 負 債

　　　　　　　　　　　

２，６２３，００５

　　　

２，５５５，６１１

　　　　

６７，３９３

　

未 払 金

　　　　　　　　　　　　　

１８０，１７２

　　　　

２４２，７３８

　　　

△ ６２，５６６

　

前受 金

　　　　　　　　　　　　

２，エ４５，４０９

　　　

１，９５６，５５５

　　　　

１８８，８５４

　

預り金

　　　　　　　　　　　　　

２６８，８１８

　　　　

３０６，８８１

　　

△ ３８，０６３

　

仮受 金

　　　　　　　　　　　　　　

２８，６０６

　　　　　

４９，４３７

　　　

△ ２０，８３１

負

　

債

　

の

　

部

　

合

　

計

　　　　　

４，２５７，４１５

　　　

４，１８０，８２６

　　　　

７６，５８９

純

　

資

　

産

　

の 部

　　

科

　　　

目 本 年 度 末

　　

前 年 度 末

　　　

増

　　

減

基 本 金

　　　　　　　　　　　　

３８，１６５，０２７

　　　

３６，４２８，０９３

　　

１，７３６，９３４

１６３４

　

４１０

　　　　

１ ６２５

　

２１５

　　　　　　

９１９５
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１５，４０４

　　　　　

２１，０２９

　　　

△

　

５，６２６

　　

〈（運用資産－総負債）／総資産，
１８６

　　　　

１４，８２１

　　

高い値が良い〉

２

　

６２３

　

００５

　　　　

２

　

５５５

　

６１１

　　　　

６７ ３９３

　　　　　　　　　　　　　

２０，３％

前受 金

　　　　　　　　　　　　

２，エ４５，４０９

　　　

１，９５６，５５５

　　　　

１８８，８５４

　　

本法人より

　

高 い ２１２法人
預り 金

　　　　　　　　　　　　　

２６８，８１８

　　　　

３０６，８８１

　　

△ ３８，０６３ 同じ

　

５２法人
４３７

　　　

△ ２０，８３１

　　　　　　　　

低 い ２８４法人

３６，１６１，０２７

　　　　

３４，４２４，０９３

　　　

１，７３６，９３４

第３号基 本 金

　　　　　　　　

１，５００，０００

　　　

１，５００，０００

　　　　　　　

０

　　　　　　　　　　　　　

０００

　　　　　　　　　

０

乙

　

７，６５６，９１５

　　

乙

　

６，０３９，９４６

　

乙

　

１，６１６，９６８

△

　

７

　

６５６

　

９１５

　　

△ ６

　

０３９

　

９４６

　

△ １６１６

　

９６８

５２７

　　　　

３４

　

５６８

　

９７３

　　　　　

１

注記

　　

１，減価償却額の累計額の合計額

　

１２，６４８，４４５千円

　　　

２．徴収不能引当金

　

なし

（７４）


